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 働き方改革を巡る中小企業向け対応策のアクションプラン（案）【改訂版】 

（中小企業・小規模事業者の長時間労働是正・生産性向上と人材確保に関するＷＧ） 

2018年 8月 1日 

 

０．総論 

 

中小企業・小規模事業者において「働き方改革」を進めていくためには、人

手不足への対応や生産性の向上、取引条件の改善を同時に進めていくことが必

要である。 

中小企業・小規模事業者が大企業等（親企業となる大企業及び中小企業）か

らのしわ寄せを受けることなく、働き方改革にしっかりと取り組み、これを契

機として魅力ある職場づくりや生産性向上に一歩踏み出せるよう、下記の通り、

全国津々浦々までの周知やきめ細かい対応を各省で連携して実施していく。 

 

 

１．制度や支援制度の周知 

 

◎「働き方改革」についての情報（労働法制、関連する支援制度など）が

全国津々浦々の中小企業に届くようにする。 

○36協定など現行の労働法制に関するわかりやすい説明資料、働き方改革

に関する支援施策のパンフレット等を作成する。 

○随時、中小企業団体、士業団体、金融機関、自治体、農業・漁業団体等

のルートで周知を図り、「プッシュ型」の情報提供を目指す。[関係省庁] 
 

 都道府県労働局や労働基準監督署、働き方改革推進支援センター等におい

て、説明会や個別事業者への訪問等による情報提供を実施。[厚労省] 

 ウェブ上で労働基準法等の内容や相談先の紹介などを行うポータルサイ

トにより、事業者等への情報提供を実施。[厚労省] 

 農漁業者が加工・販売に取り組む場合の労務管理のポイントを解説した広

報資料を活用し、農漁業団体をはじめ、全国 47 都道府県の普及指導員な

どを通じて周知を実施。[農水省・厚労省] 

 相談担当者が参照できる基本的な「教本」を作成。法令の基本的な内容、

「良い事例」「悪い事例」等を掲載。[厚労省] 

 社内意識改革のための実践例、経営者のメッセージの例を収集し、公表。

[厚労省・経産省]  

 

 

資料２ 
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２．相談・助言対応の構築等 
 

◎中小企業のニーズや実情にきめ細かく対応できる相談体制を構築する。 

○36協定・就業規則の作成等、現行の労働法制に係る相談や、労務管理の

アドバイス、生産性向上・人材確保に関する経営相談などを行う。[厚労

省・経産省] 

 

 各都道府県に「働き方改革推進支援センター」を設置。社会保険労務士や

労働法令の専門家などが、労務管理や労働時間制度等の相談・助言を実

施（約 20万件/年）。[厚労省] 

 中小企業・小規模事業者の経営相談を日頃から行っている商工会・商工

会議所・中央会・よろず支援拠点（生産性向上や現場改善などに知見のあ

る企業 OB などを含む）における経営支援体制を強化（約 510 万件/年）。

[経産省] 

 また、「働き方改革推進支援センター」と中小企業団体・よろず支援拠点

が連携し、各地域で出張相談会や企業向けセミナーを開催。[厚労省・経

産省] 

 労働基準法等の内容について、無料で電話相談を実施。[厚労省] 

 自治体や中小企業団体をはじめとする使用者団体、労働者団体など関係

者の連携体制の運用・整備。［厚労省］ 
 

 

３．企業が行う取組への支援 
 

◎中小企業自身が、バックオフィス業務の効率化などの生産性向上や、労

務管理・職場環境の改善を進められるよう、切れ目のない支援を行う。 

○予算や税制等を活用しつつ、設備投資・IT化などの取組に対して支援を

実施。[厚労省・経産省] 
 

 時間外労働縮減や賃金引上げに関する取組支援として、生産性向上に資

する機器や IT ツールの導入（平成 30 年度目標：約 10 万社強）、設備投

資等について相談対応や経費を助成。[厚労省・経産省] 

 人材育成の観点から、事業者による従業員への職業訓練経費の助成や、

中小企業大学校における研修の提供を実施。[厚労省・経産省] 
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 事業承継促進の観点から、全国における事業承継ネットワークの構築や

事業引き継ぎセンターにおけるマッチングを実施するとともに事業承継

に係る設備投資等を支援。[経産省・農水省] 
 

 

４．発注側・調達側の「行き過ぎ・やり過ぎ」のチェック（下請関係） 

 

◎大企業等の「働き方改革」による下請事業者へのしわ寄せも懸念される中、

長時間労働につながる「行き過ぎ・やり過ぎ」の商慣行を是正する。［経産

省・公取委・厚労省・各省庁］ 

（「行き過ぎ・やり過ぎ」の例） 

・適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更 

・無理な短納期発注への納期遅れを理由とした受領拒否や減額 

・親事業者自らの人手不足や長時間労働削減による検収体制不備に起因 

した受領拒否や支払遅延 

・親事業者自らの人手不足や長時間労働削減に起因した、適正なコスト負 

担を伴わない人員派遣要請や付帯作業の要請 

・過度なジャストインタイム、過剰な賞味期限対応や欠品防止対応に起因 

する短いリードタイム、適正なコスト負担を伴わない多頻度小口配送 

・工期や納期の過度な年度末集中 

○きめ細かい実態把握、下請ルールの改正や制度作り、業界団体への働きかけ

などを実施。 
 
 下請Ｇメンによるヒアリングや大規模調査を通じて把握した「働き方改

革」による下請事業者へのしわ寄せ懸念などを踏まえて、本年夏を目途

に下請中小企業振興法「振興基準」を改正（注）。この改正内容を踏まえ、

下請ガイドラインの改訂、「自主行動計画」の改定とその実行を要請し、

フォローアップ調査を実施。[経産省・各省庁] 
（注）改正にあたっては、分量、言葉遣いなどが、下請け中小企業者にも馴染みやすいものとなるよう留意する。 

 大規模調査において把握した長時間労働に繋がる業界特有の商慣行や取

引上の課題について、今後、委託調査等を行い、さらなる実態の把握と詳

細の分析を行うとともに、業界団体等にフィードバックし、その改善を

慫慂。[経産省・各省庁] 

 下請Ｇメンによるヒアリング体制や「下請かけこみ寺」において、取引関

係の民事に精通した弁護士等専門家人材との連携を図り、下請法で対処

できない取引問題への相談、外資系企業・海外企業との契約関係の相談

などに対応できる体制を構築。[経産省] 
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 下請中小企業の長時間労働の背景として、親事業者の下請法等違反が疑

われる場合に、労基署から中小企業庁や公正取引委員会に通報する制度

の強化について、平成 30年度中に整備。また、公正取引委員会において

とりまとめた事例集を活用し、労働基準監督官に下請法の周知を徹底。

〔厚労省・公取委・経産省〕 

 

 

５．行政手続の簡素化 

 

（１）補助金（2020 年度から） 

◎中小企業が、中小企業補助金に加え、補助金や有志自治体の補助金も、重複

して情報を記載することなく、ＩＤ・パスワード方式で簡単にオンライン申

請ができるようにする（法人共通認証基盤を活用）。 

 

（２）社会保険（2020 年度から） 

◎社会保険の就職・退職時等の各手続について、複数の窓口（年金事務所、ハ

ローワーク等）を実際に回ることなく、ＩＤ・パスワード方式で簡単にオン

ライン申請ができるようにする。 

○外部連携 API対応人事・給与ソフトウェアの導入を支援し、オンライン利用

率を抜本的に向上させる（現時点での利用率：13％）。 

 

 
 

【工程表】 

 

（１）補助金 

2018年度 
○各省への要請〔規制室、経産省〕 

○自治体への情報提供、検討要請〔経産省、総務省、規制室〕 

2019年度 
○主要な中小企業向け補助金のワンスオンリー化・ＩＤパスワー

ド方式の導入〔経産省〕 

2020年度 

○４月から各省の補助金、有志自治体の補助金のワンスオンリー

化・ＩＤパスワード方式の導入〔規制室、IT室、経産省、総務

省、各省（中小企業を対象とする補助金を所管）〕 

 

  



5 

 

（２）社会保険（厚生年金、健康保険、雇用保険、労働保険） 

2018年３月 ○住所変更届、氏名変更届の不要化〔厚労省〕 

2018年度 

○「デジタル社会における行政手続の本人確認等の手法に関す

るガイドライン」等に基づき、デジタルによる本人確認等の

手法を検討〔厚労省、IT室〕 

○外部連携 API対応人事給与ソフトウェア導入促進（中小企業

IT支援の活用）〔経産省〕 

○事業者に対する利用勧奨〔厚労省〕 

○従業員本人の押印・署名の省略（厚生年金等）〔厚労省〕 

2019年度 

○採用、退職時の届出を紙ベースでの統一様式の導入（年金事

務所、ハローワーク、労働基準監督署のいずれか 1か所に提

出すればよい）〔厚労省〕 

○法人設立時の登記後の手続のオンライン・ワンストップ化

〔厚労省、再生事務局等〕 ※マイナポータルを活用 

2020年度 

○オンライン利用率の抜本的な向上〔厚労省〕 

（大法人（資本金 1億円以上等）は 2020年４月１日以後に開

始する適用事業所の事業年度から電子申請を義務化すること

により利用率 100％） 

○４月から採用・退職時の届出にＩＤ・パスワード方式の導入

を目指す〔厚労省、経産省等〕※法人共通認証基盤と連携し

たマイナポータルを活用 

・ハローワークシステム更改（2020年 1月）後、可能な限り

早期にオンライン・ワンストップ化に対応〔厚労省〕 

○社会保険全体のオンライン申請（給与等の届出を含む）につ

いて、ＩＤ・パスワード方式の導入を検討〔厚労省、経産省

等〕 

○雇用関係助成金のオンライン化〔厚労省〕 
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６．公共調達 

 

◎国や地方公共団体等の公共調達において、年度末に工期や納期が集中に

することにより、受注事業者が長時間労働を強いられるなど、官公需取

引が働き方改革を阻害しないようにする。 

○官公需法に基づく今年度の「基本方針」に明記し、予算の繰越や国庫債

務負担行為などを活用し、柔軟で効率的な運用を目指す。[経産省・財務

省・各省] 

 

 公共工事を含む発注の平準化等の状況についてモニターを行うととも

に、下請Ｇメンによるヒアリングを始め様々なルートで官公需取引に関

する情報収集を行い、官公需取引の実態把握を行いつつ、必要な対策に

ついては、本年夏に閣議決定される「中小企業者に関する国等の契約の

基本方針」に追記。〔国交省・経産省〕 

 発注者側に起因した理由により受注者及び下請事業者が長時間労働に繋

がる場合には、予算の繰り越しや国庫債務負担行為などについて、柔軟

な運用を行うことについて検討を行う。制服や消防車両等、物品の公共

調達における年度末短納期発注などへの対応については、早期発注、平

準化等の取組を継続的に実施。〔国交省・防衛省・総務省〕 
 


